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1.は じめに

1-1地 域における住宅需給計画の必要性とその方法

本報告は,「地域における住宅需給計画支援モデルに関

す る研究(1)」(以下 「報告(1)」と称す)に 引き続いて行っ

た研究を取 りまとめたものである。

わが国における住宅政策は,新 規の住宅供給を中心 と

する量的充足を目指すものから,既 存の住宅ス トックの

計画的更新 などを含む質的なものへ変化することが求め

られている。つ まり,そ れぞれの地域における住宅事情

とその需給特性に合 った住宅政策の展開と,そ のための

住宅需給計画の方法の確立 などが必要 とされて きてい

る。

具体的には,そ れぞれの地域で住宅の需要構造やそれ

に対応 した供給構造が異なるため,当 然各地域の特牲 に

対応した住宅需給計画が必要 となってきている。それに

はた とえば,特 定の住宅供給がどういうメカニズムで住

宅事情の改善につながっているのかを明らかにし,そ れ

を踏まえた住宅供給計画を立案 してい く必要があること

や,住 宅の新規供給 よりむ しろこれまでに形成されてき

た膨大な住宅 ス トックを維持 ・更新す るための地域住宅

計画が必要 とされてきていることなどがあげられる。

わが国における住宅需給計画 としては,こ れまで国が

中心的役割を果た してきた住宅建設五箇年計画が,制 度

的にはほぼ唯一の ものである。その計画方法 としての特

徴は,報 告(1)で明らかに したように,住 宅需要の推計が

要因別に推計 され,そ れらを積み上げる方式で計画期間

中の新規の住宅建設必要量が求められていること,公 営

住宅建設計画や住宅金融公庫による住宅の資金融資など

直接的な住宅政策の計画資料 としての役割がまだ色濃 く

残 ってきていること,住 宅需要推計 と住宅の供給が必ず

しも連動せず,住 宅供給が住宅事情の改善にどれだけ結

び付いているか明確でないことなどが特徴,問 題点 とし

てあげられる。そのため,こ うした地域住宅計画の立案

にはそのまま適用することはできない と思われる。

今後,地 域に応 じた住宅需給計画の展開のために,住

宅ス トックの動向に十分対応 した計画,公 共的住宅部門

だけでなく,民 間部門を含む住宅需給動向全体に対応し

た計画などの各種の計画と,そ のための計画方法の体系

化が必要である。

1-2住 宅需給計画にかかわる数理モデルとその役割

これまでに,い ろいろな分野において計画援用を目的

とした数多 くの数理的モデルが開発されてきている。 そ

うした数理的モデルを用いることにより,そ れぞれの計

画立案に際 して,現 象解析や将来予測がより的確に行え,

計画代替案の評価やその最適化が図られるなどの利点が

あげられる。 しか し,住 宅需給計画への適用 を前提 とし

て開発されたものは少な く,既 存モデルの適用を含み,

今後の開発,整 備が必要である。なお,計 画立案に際 し

て数理的モデルを適用するとしても,モ デルによって直

接計画を立案することはあまり考 えられず,モ デル運用

の結果を参考 としながら,モ デル適用以外の側面や,経

験的,専 門的,ま たは,居 住者の意識構造等を考慮 しな

がら,場 合によっては政治的判断 を加 えつつ計画立案 を

進める必要がある。

また,こ うした計画援用を目的 とする実用的モデル開

発には,モ デルとしての操作性ができるだけ高いことが

要求される。具体的には,

① 対象の本質的構造 を表現 してお り,か っ,モ デル構

造ができるだけ単純で明快 なものであること,

② 住宅需給計画に必要な変数や カテゴ リー区分を取 り

扱い得るものであること,

③ モデル運用のためのデータが経費や時間を含み リー

ズナブルな範囲内で収集 ・整理できること,

④ 計画担当者がその内容等を理解 してできるだけ手軽

に運用できること,

などが必要である。

ただ し,こ うした数理的モデルの適用には当然限界が

ある。ひとつは,モ デル自身の もつ限界で,モ デル定式

化やデータとの対応か ら一定の仮定条件 を設けている場

合がほ とんどであ り,モ デル運用にあたってはそ うした

仮定条件 との対応の うえで解釈を進めていく必要がある

ことである。 もうひ とつは,モ デル適用上の限界で,こ

うした数理的モデルの適用は,そ の対象 とす る分野や扱

える側面が限られることである。すなわち,主 として数



量的に扱える分野や数量的データが比較的 多く得 られる

側面などが中心にならざるを得ない。

本研究は,こ うした問題意識をもとに,既 存モデルの

住宅需給計画への適用の可能性を含み,前 記の地域住宅

計画の展開のためにいくつかの新 しい住宅需給計画立案

のための数理的モデルの開発を進め,そ れぞれのモデル

についてその特性や限界を考察しているものであ り,そ

の際,モ デルの操作性を高めるために,住 宅統計調査報

告および住宅需要実態調査結果報告(以 下それぞれ住調,

住需調 と称す)な ど既存の統計資料の活用をできるだけ

前提 としているものである。報告(2)で取 り上げたモデル

としては5種 類あり,そ れぞれ2～6章 の各1章 を構成

している。その うち4種 類が報告(1)のモデルを発展 させ

たものである。また,個 々のモデルは,そ れぞれ計画プ

ロセスの実態分析,将 来予測,計 画代替案の策定,計 画

代替案の評価のいずれかの段階,ま たは,い くつかの段

階に適用す ることを考慮 している。

2.非 集計モデルによる住居移動構造の分析

2-1研 究 の 目的 ・方法

一定の地域を対象 とす る住宅需給計画立案に際して
,

そのなかでの住居移動構造 を探ることは,対 象地域にお

ける住宅需給構造 とその変動 を把握するうえで重要な基

礎i的作業である。 しか し,一 般的には住居移動構造 も時

間経過に伴 って変化するため,そ れ らを数理的モデルと

して記述 し,そ れを用いて将来予測などを的確に行うこ

とは比較的難 しいと考 えられ る。 そのような住宅需給構

造の変動 とそれに伴 う住居移動構造の分析に対応 したモ

デル としては,非集計モデルが適 していると考えられる。

本研究では,交 通計画学において一定の研究成果が蓄

積されてきている非集計モデルを用いて,そ れの住居移

動構造の分析手法 としての可能性,問 題点などを探るこ

とを目的 としている。具体的には住居移動に際して,住

宅のタイプとその立地の選択行動がどのような構造で行

われているのかを分析する。なお,本 研究では既存デー

タを用いて金沢都市圏(金 沢市,松 任市,鶴 来町,野 々

市町,内 灘町,津 幡町)を 対象 とす るケーススタディを

行 っている,,既存デー タとしては,世 帯単位の個別デー

タが得られる昭和53年 石川県住需調拡大調査を用いてい

る,

2--2住 居移動の基本的構造

住居移動の基本的構造 としては,前 住宅 を移動する契

機 となった理由である特定の移動要因を もつ移動世帯

が 次住宅を決定するために探索行動をし,い くつかの

探索住宅 を決定 し,移 動す るとい うプロセスが考えられ

る。なお,厳 密な意味での住居移動構造は,各 世帯の移

動要因によってすべて異なると考えられる。た とえば,

住宅の狭 さを主な移動理由 とする地域内の住み替え世帯

は前住宅 と探索住宅 を比較することが次住宅決定理由の

大きな要因であると考えられるが,結 婚などの外的条件

により必然的に住宅 を移動することの多い新規需要世帯

などは,前 住宅 との比較は前者に比較 して相対的に少な

いと考えられる。 しかし,こ こでは,サ ンプル数が十分

得 られないこ とか らこれ らの区別 はせ ずにモデル化 を

行 っている。

2-3住 居移動の分析要因の設定

住居移動を分析す るための要因としては,移 動世帯の

社会的属性,探 索住宅 とその決定理由など種々の ものが

考えられるが,こ こではモデル化のための住居移動の分

析要因として,住 需調 より得 られるものより次のような

組み合せ を設定 した(図2-1～4)。



① 立地 と広さによる区分(ツ リー案A)

② 住宅価格 と広さによる区分(ツ リー案B)

③ 住宅価格 と立地による区分(ツ リー案C)

④ 建て方による区分(ツ リー案D)

2-4金 沢都市圏におけるモデルの適用

非集計モデルの構成変数の設定お よびパラメータを推

定す る際 モデルの特性変数 としては,畳 数,通 勤時間,

家賃,世 帯年収,世 帯人員,敷 地面積,畳 数変化,人 員

変化,世 帯主年齢などを考えた。

モデル式は次のようである。

eλVin

(iεAn)(2。1)Pin=Σ
eλVin

jεAn

An;世 帯nの 探索住宅集合

Pin;世 帯nが 探索住宅iを 選択す る確率

Vin;世 帯nが 探索住宅iよ り受ける効用の う

ちの確定項
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また,効 用関数形 としては,も っともよく使用される線

形関数を用いると,次 式で与えられる。

　
Vin=Σ6LX,。k(iεAn)(2.2)

k=1

k;特 性変数番号

久;未 知のパラメー タベ ク トル

Xi。k;世 帯nの 探索住宅iに 対する特性ベ ク トル

上記の2つ の式は,移 動世帯nが 次住宅iを 選択す る

確率が,住 宅および世帯の特性変数 とそれに対するパラ

メータ&か らなる効用関数に よって支配 されているこ

とを示 している。移動世帯が次住宅 を探索する際の決定

理由を,式(2.2)の パラメー タを推計す ることによ り

探 ることができる。なお,推 計方法には,最 尤推定法の

ニュー トンラプ ソン法 を用いた。

表2-1に 各モデルの推計結果 を,表2-2に モデル

Dの パラメー タ推計結果を示す。この推計結果をみると,

人員変化,世 帯年収には正のパ ラメータが,敷 地面積,

畳数変化,世 帯主年齢には負のパラメー タがそれぞれ付

いている。

t値 検定の結果より,モ デルDで は敷地面積 と世帯主

年齢が移動世帯の探索行動に影響 を与えていることにな

る。また,住 宅の建て方の探索行動には,世 帯年収が与

える影響は小 さいと考えられ る。

2-5ま とめ

金沢都市圏を対象として住宅の所有関係,立 地,広 さ,

価格,建 て方などの分析指標のい くつかの組み合せによ

り段階的に非集計モデルを,既 存の ものを参考にしなが

ら構築を行い,住 宅移動世帯の次住宅探索行動における

決定理由を,非 集計モデルのパラメー タを推計す ること

によりある程度探 ることができた。また,持 家 借家の

探索には広 さと通勤時間,建 て方別の探索には世帯主年

齢が大 きく関与 していることがわかった。

このように非集計モデルを用いて住需調デー タか ら地

域における住居移動行動を一定程度探 ることができる。

しか し,住 需調には探索住宅についての調査項 目が設け

られていないなど,必 ず しも非集計モデル用に作成され

たデー タでないことによる限界 ももっている。また,住

居移動の場合は,交 通行動に比較 してより関連する要因

が多 く,よ り複雑であると思われるため,非 集計モデル

の適用は住居移動行動分析の補助手段 として有効である

が,こ れを用いて直接的な予測を行 うにはまだ比較的困

難であると考えられる。



3.住 居移動による居住状況変動の分析と予測

3-1研 究の目的 ・方法

本章は,報 告(1)において提案 した住宅居住構造予測モ

デルの継続研究であ り,住 居移動についての記述モデル

の定式化,お よび,マ ルコフ連鎖 を用いた居住状況の変

動の分析 と予測を行っている。具体的には,住 宅居住構

造予測モデルにおけ る住居移動の位置付けを明確にし,

住調の住居移動関連データを用いてマル コフ連鎖の もつ

数学的特性 を利用 して住居移動構造を分析す る。

いて昭和78年(n=5,6),お よび,終 局分布を住宅所有

関係間移動 と住宅規模間移動について算出した。初期分

布が昭和53年 のものについて図3-2,3に 示す。

これらの シミュレー ションの結果,こ の期 における住

居移動の特性 として以下のことが考察 される。

① 持家の割合は常に増加 し,持 家を除 くすべての所有

関係は一貫 して減少傾向を示してお り,そ れらは上記仮

定のもとに終局分布への収束方向性をもっているとみな

すことができる。

3-2住 宅居住構造予測モデルにおける住居移動の表

現

報告(1)において提案 した住宅居住構造予測モデルの う

ち,(K,1)型 対応マ トリックスを用いたモデルによる

住居移動 を記述するものは,住 居移動率 を用いて次式の

ように表わされ る。

上式により,居 住モデルで算出される時点tの 住宅属

性別世帯数か ら時点(t+T)に おける住宅属性別移動世

帯数 を算出することができる。

住居移動を,こ の住宅属性間住居移動マ トリックスC

(t,t+T)が 一定であるような確率過程 とみなす と,比

率Cijに 相当する住宅属性間推移確率 を用いたマルコフ

連鎖 を適用することができる。 そうす ると,住 居移動に
セ

伴 う住宅属性別分布割合の時系列的変化や終局分布が計

算でき,そ れを用いてその期の住居移動構造が分析でき

る。

図3-1に このようなマルコフ連鎖 を用いたモデルを

含めた地域居住構造予測モデルの主要計.算フロー を示 し

ている。

3-3住 宅所有関係間 ・住宅規模間移動

昭和53年,48年 をそれぞれ初期分布 として,昭 和58年,

53年 の住調移動データより推移確率を求め,そ れ らを用



② 持家への比較的強い移動方向性が うかがえ,終 局分

布での各所有関係間の構成割合の値 は,こ れら所有関係

間の居住水準の格差を反映 していると思われる。そのた

めこの期間以降において所有関係間居住水準構造に有意

な差が生ず ると,そ れを反映 してこれ らの移動特性 も変

化すると思われる。

③ 昭和48年 と53年 を初期分布 とした推移状況 を比較

す ると,こ うした持家への強い移動方 向性はいずれで

もみられ るが,昭 和48年 初期分布のほうが強 く,昭 和53

年初期分布ではそれがやや弱まる傾向をみせ,他 の公的

借家 民営借家,給 与住宅の終局分布が増加 している。

特に,民 営借家でその傾向がみ られる。

④24.0畳 未満の4つ のすべての カテゴ リー区分でn=

1か ら一貫 して減少傾 向がみ られ,前 記仮定の もとに終

局分布への収束方向性 をもっているとみなす ことができ

る。

⑤n=5の 昭和78年 においては,24.0畳 以上に居住す る

普通世帯が全体の70%を 占めることになり,n=Oの 昭和

53年 の24.0畳 以上の約50%に 比較 して住み替えを通 じて

の住宅規模の急激な上昇傾向がみ られる。

⑥ 住宅規模の上昇傾向は,昭 和48～53年 移動データを

用いた ものより昭和53～58年 移動データを用いた ものの

結果のほ うがより高い値を示しており,順 調な住宅規模

水準上昇の傾向がみられる。

3-4住 宅所有関係別住宅規模間移動

ここでは推移確率行列の算出可能な同一所有関係間の

住居移動に限って,そ の住宅規模間移動に関 して前節 と

同様の方法で算出した。昭和53年 の持家間移動のものを

図3-4に 示す。分析の結果,以 下のことが考察される。

① 全体的に 「6.0畳未満」区分の世帯は激減 しており,

ほ とんど「残存 しない」ことになる。一方,「18.0～24。0

畳」,「24.0～30.0畳 」区分の世帯はおおむね増加すると

いう傾 向をもっている。

② 持家間移動において,「36.0畳 以上」区分の世帯の減

少傾向が顕著であるが,こ れは持家において核家族化へ

の変化 などを反映 し,大 規模住宅が少なくな り,「標準的

規模」の多い 「都市型住宅」の普及によるもの と考えら

れる。

3-5世 帯人員別住宅規模間移動

前節と同様に,同 一世帯人員間に限って住宅規模問の

移動に関 して算出 した。昭和53年 の4人 世帯間移動のも

の を図3-5に 示す。分析の結果,以 下のことが考察 さ

れる。

① 終局分布においては最低居住水準以下の世帯はほと

んど解消されることになる。 しかし,昭 和78年(n=5)

においては最低居住水準以下の世帯がわずかながら存在

することが認められ る。

② 「24.0畳未満」の区分は,ど の世帯人員においてもお

おむね減少傾向を示 してお り,普 通世帯の 「定住的」供

給住宅 として問題点を含んでいると思われ る。

③ 昭和53～58年 移動デー一タによる結果が,昭 和48～53

年移動データによる結果 よりも居住水準の上昇が顕著で

あり,最 低居住水準以下の世帯の解消,誘 導居住水準の

達成が促進されていることが反映されている。

3-6ま と め

住宅居住構造予測モデルのうち,住 居移動による推移

を記述するものについては,一 定の仮定の もとにマル コ

フ連鎖 を適用す ることができ,そ の期における住居移動

構造の分析ができる。ここでは,住 調 より得 られる住居

移動に関す る各種のデー タを用いてモデルの適用 を行

い,住 居移動の具体的な方向性等の分析 を行った。

今後は,分 析だけでなく一定の予測が可能 となるよう

にモデルの改善等 を進める必要がある。



4.新 規住宅供給による世帯の住み替え連関モデル

4--1研 究 の 目的 ・方法

本章は,昨 年度の報告(1)の 「6.新 規住宅供給による

住み替え連関モデル」に継続して行ったものであり,主

に次のような方法で研究を進めた。

① 住み替え連関モデルについて,わ か りやす くするた

め,そ の変数表記文字の変更等を行 う。

② ケーススタディを昨年度は石川県のみで行ったが,

本年度は石川県を含む全国の典型5地 域で行 う。

③ 典型5地 域におけるケー ススタデ ィの結果を踏 まえ

て,住 み替え連関モデルに用いられているパラメー タの

感度分析を行 う。

④ 新規住宅供給による波及効果 を,投 入産出分析を適

用す ることによりとらえる方法を柏 谷氏は提案 してい

る。 これを柏谷モデルと呼ぶことにするが,そ の柏谷モ

デルと本研究の住み替え連関モデルとを同一地域へ適用

す ることによ り,両 モデルの比較 を行 う。

⑤ 住み替え連関モデルのモデルシ ミュレー ションを通

じて,モ デルの特性分析 を行 う、,

4-2モ デルの構造

モデル定式化のための諸条件は前報告 とすべて同 じで

あるが,今 回は,変 数名等の表記が異なった。ここでは

具体的なモデル構造の記述 を略す。

4-3典 型地域へのモデル適用

ここで構築 した住み替え連関モデルを昨年度 と同様の

方法により,全 国の典型地域へ適用することによってモ

デルの操作性,有 効性の検討を行 う。典型地域 としては,

東京都,愛 知県,石 川県,岡 山県,鹿 児島県を取 り上げ,

昭和48年10月 から53年9月 まで既存統計資料よ りモデル

の住み替え比率 とパラメータを求め,昭 和53年10月 の世

帯 と住宅の状態を外生変数 として,昭 和53年10月 から58

年9月 までの期間にモデルを適用する。 なお,適 用の際

は住宅タイプとして住宅の所有関係を用いた。

モデルより得 られた結果から,図4-1に 住み替え前

後の居住形態別住み替え世帯数 を住調値 とともに示して

いる。

このように住み替え連関モデルを用いることによりあ

る程度の精度 をもって住み替え構造の記述を行 うことが

できることがわかった。

4-4モ デルの特性分析

(1)パラメータの感度分析

ここでは,各 パラメー タをおのおの単独に変化させて

モデルを石川県に適用 し,結 果への影響 を考察す る。た

だし,適 用期間は昭和53年10月 より58年9月 である。図

4-2に 示す結果より以下のことが読み取れる。

① 世帯の消滅率を示すパラメー タrjの結果に与える影



響がもっとも大 きい。

② 有効空家率 を示すパ ラメータeは 「住み替 え終了後

の空家数」以外にはほとんど影響 しない。

③ その他のパラメータ1,δ,wは 結果に与 える影響は

比較的小 さい。

以上 より,1期 前のパ ラメー タを用いて次期の住み替

え構造の記述 を行 うこ とはおおむね有効であ るといえ

る。

(2)シミュレー ションによる特性分析

ここでは,石 川県の場合について所有関係別供給戸数

1,000戸 当たりの住み替え世帯数 を算出した。結果 を表

4-1に 示すが,以 下のようなことを読み取ることがで

きる。

① 民営借家では供給住宅の2.62倍 の住み替えが発生

し,つ いで公的借家,給 与住宅であ り,持 家では1.12倍

とあまり供給住宅以上の住み替え世帯 を生 じない。

② 圏域の内外別にみると,域 内の移動が81%,域 外が

19%で ある。その うち持家 と公的借家は9割 が域内と多

く,民 営借家では83%,給 与住宅では56%と 域外からの

移動が多 くなる。

③ たとえば,民 営借家で第1段 階の住み替え世帯数は

公的借家への住み替えが多いが,第2段 階では民営借家

への住み替えがかなり多 くなる。モデル適用により,こ

のように段階別に とらえることが可能になる。

④ た とえば,公 的借家は民営借家から610戸,新 規形成

世帯から510戸 と,所有関係別に住み替えの誘発効果 を知

ることができる。

以上のように,住 み替え連関モデルを用いることによ

り,新 規の住宅タイプ別の供給が世帯の住み替えに作用

す る働 きをある程度相対的,定 量的に把握することが可

能 となる。

4--5ま と め

本研究を通 じて得 られた知見は以下のようにまとめ ら

れる。

① 一定の地域において新規住宅供給に伴 う世帯の住み

替え構造を記述できる住み替え連関モデルを新 たに定式

化することができた。

② モデル を典型地域に適用 し住調によ り検証 した結

果,記 述モデル として一定の有用性 を有す るものである

ことがわかった。

③ パラメータの変動が結果にそれほど大 きな影響 を与

えないことが示され,こ れにより,住 み替えの記述 を一

定の信頼性 をもって行えることがわかった。

④ シミュレーションにより,住 み替えの状況を段階的

および圏域の内外別に記述することができ,ま た,住 宅

供給による影響,効 果などについて一定程度把握するこ

とが可能である。

⑤ 住み替え連関モデルのこのような利用 を通 じて,住

宅供給立案過程 における計画代替案の評価や計画実施後

の効果分析などへの利用が可能であると思われる。

5.住 宅ス トック ・フローの延床面積の分布構造 とその

変動予測に基づ く計画的対応の可能性

5-1研 究 の 目的 ・方法

本章は,報 告(1)の 「4.住 宅の敷地規模 とその利用面

積の分布構造」の継続研究であ り,良 質な住宅ス トック

を形成することに関連 して,主 として住宅の物的大きさ

という側面をとらえ,そ の分布構造にまで踏み込んだ分

析を行 うことを目的としている。

ここでは,そ のなかで も特に延床面積 を取 り上げ,わ

が国における住宅ス トックとフローの分布構造 とその時

系列的変動傾向を明らかにし,そ れに基づ いて将来予測

を試みる。さらに,分 布モデルの特性 を利用 して,計 画

的な対応の手法 をより発展 させて考察 を行っている。具

体的には,住 調よ り得 られ る時系列的データを用いるこ

とにより,全 国における持家,借 家別に分析 を行 う。



5-2分 布構造の変動予測

分析にあたり延床面積の分布構造を確率密度関数 を用

いた分布 モデル式を用いて表わすこととす る。報告(1)で

明 らかにしてきたように,住 宅の延床面積は対数正規分

布に良好に近似できる。

対数正規分布の性質を用いると,延 床面積の分布形状

は,パ ラメータ λ,丁で決定 される。λが大 きくなれば分

布形状は右方へ移動 し,丁 が大 きくなれば分布形状は平

坦になってい く性質 をもっている。最小 自乗法を用いた

曲線回帰式を参考にしておおよその傾 向をとらえ,昭 和

73年 までの各パラメータの トレン ド的予測 を行 った。

この住宅戸数 とパラメータ λ,丁 の経年変化から分布

形状の経年変化 とその変動予測 を図化す ることがで き

る。図5-1,2は,持 家および借家の総数の経年変化

を示 している。持家では,昭 和43年 にモー ドが60m2程 度

であったが経年 とともに増加 し,昭 和58年 には約80m2

となっている。このまま順調に変化す るもの と考えると

昭和73年 には約100m2ま での増加が予測 される。

借家では,昭 和43年 からのモー ドの変化は小さく,若

干の増加傾向はあるものの約30m2で 停滞 している。パ

ラメー タ λの変化が小 さいため分布形状の変化 も小 さ

く,また戸数において も昭和48年 から58年にかけては1.1

倍に しか増加 していないため住宅 ス トックはその分布構

造 とともに最近10年 間ほ とん ど変化 していない といえる

であろう。

同様にして,各 建築時期別の住宅ス トックの分布構造

の経年的変化 を予測す ることができる。各建築時期で建

築 された住宅は経年 とともに滅失 していき徐々に分布は

小 さくなっていくと考えられる。 ここでは,建 築時期 を

「～昭和45年 」,「昭和46～50・年」,「昭和51～55年 」,「昭

和56～58年 」の4つ の建築時期に分けて予測を行った。

各建築時期別の住宅ス トックの予測される将来の分布

構造を重ね合わせると,今 後新築 され る住宅(フ ロー)

を除いた滅失のみを考慮 した将来時点の分布構造を求め

ることができる。これを,「予測滅失分布」と呼ぶことに

し,図5-3,4に 示 した。

5-3計 画的対応の可能性

現行の第五期住宅建設五箇年計画の居住水準において

は,住 宅の約半数が達成することを目標 とした誘導居住

水準 と,全 住宅が達成することを目標 とした最低居住水

準の2段 階の指標を用いて計画 を立案 している。ここで

は,対 数正規分布の特徴を用いて,こ のような2段 階の

目標水準を考慮 した住宅ス トックとフロ…の規模に対す

る計画的対応の可能性を探 る。

まず,計 画的対応を行 うに当たり図5-3,4に 示す

ように予測ス トック分布,予 測滅失分布,計 画 目標分布



を考 える。分布形状は住宅戸数 とパラメータ λ,ずによっ

て一意に決定されるため,ま ず,計 画基準年(計 画開始

年〉の分布のパラメータはデー タより直接算出され分布

形状が決定する。つ ぎに,予測ス トック分布は各パラメー

タの トレン ド的予測によって求 まる。さらに,予 測滅失

分布は各建築時期別にパ ラメータの トレン ド的予測に

よって得 られた分布 を重ね合わせ ることによって求めら

れる。最後に,計 画目標分布は計画 目標年の中央値等を

外生的に定めることにより求め られる。つまり,対 数正

規分布のパ ラメータλ と中央値Xと の間には,

λ=1nX(5.1)

の関係があるこ とを利用 しで 目標中央値Xmを 設定す

る。これは,予 測ス トック分布の中央値に計画的な調整

量を加えて設定するものとする。
じ モ ド へ も

このように設定 した自標 中央値たよって,ま ず,目 標

とする分布のパ ラメー タλが決定 される。つぎに,最 低

居住水準を考慮す る方法 として,こ こではxパ ーセンタ

イル値 を用いることとする。これは水準以下の住宅が完

全に0に なるということはかなり非現実的であるという

ことと,分 布モデルの性質上からも難 しいことなどの理

由によりこのように設定するものとする。

xパ ーセンタイル値においても中知 直と同様にして,

昭和58年 ス トックと昭和73年 予測値を考慮 し,そ れに計

画的調整量を加えることにより目標xパ ーセンタイル値

Xnを 設定 し,こ れを達成するようにパ ラメータfを 決

定する。さらに,目 標 とす る住宅戸数Kを 設定する。こ

こでは トレン ド的に予測 した値 を用いている。・ 、

目標中央値は昭和73年 度に予測される中央値をやや上

回る場合(A水 準)之 かなり上回る場合(B水 準)の2

通 りの目標を設牢 しtg.(表5--1)p

このように して 目標分布のパ ラメータλ,《,住宅戸数

Kを 決定 し,そ の分布形状 を図5-3,4に 示 した。ま

た,昭 和73年 度の 目標 ス トック分布か ら昭和58年 のス

トック分布を引 くことによって,今 後15年 間に目標分布

を達成するための分布形状 を求めることがで きる(図

5-5)。 ここで,負 の部分の分布形で表わされる住宅は,

目標分布達成からみて 「負」の供給ス トックを示すこと

となり,目標分布形状を達成するためにはこの部分の「計

画的な滅失」考える必要があることを意味している。ま

た,正 の部分の分布形で表わされる住宅は今後15年 間に

目標 とされる供給住宅の分布を示すこととなる。さらに,

昭和73年 の予測ス トック分布から昭和73年 の予測滅失分

布を引くことにより,昭 和58年 か ち73年 までの トレンド

的に予測される新築住宅の延床面積分布 を求めるなど,

さまざまな計画的な対応を展開してい く可能性が考 えら

れる。

6.住 宅ス トックの維持 ・更新に関する計画モデル

6-1研 究の目的 ・方法

一定地域内に存在する住宅ス トックを対象に,建 て替

えによる計画的な更新 を行ってい くため,経 済的側面か

らのアプローチにより,そ の計画モデルの構築を試みて

いるものであり,報 告(1)における 「3.住 宅ス トックの

維持 ・更新の経済的最適性」の継続研究である。

具体的には,政 策的な意図を反映させやす く相対的に

居住水準の低い住宅が多いため更新時期が迫っているス

トックの多い公営住宅 を対象として,一 定の計画対象期

間を設定す ることにより,そ の期間中において地域内の'

住宅ス トックに関する,経 済性からみた建て替え時期の

決定 と,建 て替えた後の住宅の戸数,規 模,種 類等の決

定を行 う際に,基 礎資料 として用いることのできる数式



.モデルの定式化 を行い,石 川県営住宅 を対象 としたケー

ススタディにより,計 画モデルの特性,有 用性などの考

察 を行 う。

モデル定式化等に用いる用語は,報 告(1)で用いたもの

を踏襲 しており,基 本的に既存研究あるいは一般に使わ

れているものを用いている。なお,モ デルの定式化につ

いての記述は略す。

具体的な計画モデルは,次 の4段 階に分けて考えてい

る。

① 経済性の指標 として,家 賃等の収入 と修繕費,管 理

費,運 用費等の経費 との差である余剰 を用い,そ の多寡

によ り住宅の建て替え時期を決定する。これにより計画

対象期間中に建て替えが必要 となる既存ス トックの戸数

(必要建て替え戸数)を 求め る。

② 計画対象期間最終年までに達成す るべ き住宅ス トッ

ク全体の戸数を,別 途に計画課題等 との対応から規模別

に設定 し,そ れと①の結果から求め られる残存ス トック

戸数 との差か ら,建 て替えによって必要 となる建て替 え

後の住宅の戸数(計 画建て替え戸数)を 求める。

③ ②で求め られた建て替え後の住宅の戸数 を制約条件

に,計 画対象期間中地域内において,建 て替え費用の総

和が最小 となるような建て替え後の住宅の種類の配分,

および,建 て替え後の住宅の余剰の総和 が最大 となるよ

うな建て替え後の住宅の建て替 え年度の配分 を,線 形計

画法 を用いて行 う。

④ すべての住宅ス トックにおける計画対象期間の余剰

と建て替え費用の差を求め,こ れ と期間中の予算 との比

較により最終的な決定を行 う。ここでもし不適当であれ

ば,① あるいは②ヘフィー ドバックさせ,建 て替え蒔期

あるいは計画対象期間最終年 までに達成す るべ き住宅ス

トック全体の戸数 を操作す ることにより,計 算を繰 り返

し行 う。

以上の各段階においてそれぞれモデルの定式化 を行

い,石 川県営住宅 を対象 としたケーススタディにより,

計画モデルの特性,制 約条件の変動が結果に与える影響

を明らかにしている。図6--1に こうした一連のステッ

プのフローを示す。

6-2石 川県営住宅におけるケーススタディ

経年 と余剰の関係に影響を及ぼす因子 として住宅のタ

イプと規模を取 り上げ,石 川県営住宅のグループ分け を

それぞれについて行 うと表6-1の ようになる。

(1>必要建 て替え戸数

建て替えのための基準値は政策的に決め られるべ きで

あるが,こ こではグループごとの経年 と余剰の関係に合

わせてその設定 を行 うため,各 グループの収入の0%,

30%,50%を 基準値 として設定 している。

ここでは計画対象期間を昭和57年 度か ら61年度の5年

間として設定 している。これにより計画対象期間中の必

要建て替 え戸数が求められ,既 存ス トック戸数 残存ス

トック戸数を合わせて,規 模別に30%の 場合 を表6-2



・に示 している。なお,ど の場合において も規模の小 さい

住宅に建て替え時期に至った住宅が多 くなった。

ここで基準値0%に おいては必要建て替 え戸数が10戸

と少ないため,以 後は30%,50%に ついて計算を行って

いる。

(2)計画建て替え戸数

計画戸数は政策的な理念や計画課題 との対応を図り,

必要建て替え戸数に合わせて決定され る。たとえば,基

準値30%の 場合では平均規模で3%,戸 数で5%の 増加

を目標 として,そ れぞれ50m2以 上で計画戸数の設定 を

行っている。その結果,基 準値30%の 場合,平 均規模で

は50.48m2か ら52.19m2と3.4%の 増加 となり,戸 数で

は4,830戸 か ら5,069戸 と4.9%の 増加 となった。この計画

戸数 と残存ス トック戸数から計画建て替え戸数 を求め,

これらを規模別に30%の 場合 を表6-3に 示 している。

(3)タイプ別建て替え戸数の配分

建て替え後の住宅タイプを木造,低 耐,中 耐,高 耐 と

し,タ イプ別建て替え戸数の配分を行っている。 タイプ

別の制約 については計画戸数同様,外 生的に与えられる

ものであるが,こ こでは木造の戸数を少な くして上限値

を与え,他 の3タ イプについては下限値を与えた。 この

タイプ別制約 と計画建て替え戸数を制約条件に,線 形計

画法 を用いて総建て替え費用 を最小にする,タ イプ別建

て替 え戸数の配分 を行い,そ の結果 を30%の 場合にっい

て表6-4に 示 している。

(4)年度別建て替え戸数の配分

モデル定式化においては計画対象期間各年度の必要建

て替え戸数 を年度別の制約条件 としているが,こ こでは

年度間のバ ランスを考 えて,各 年度で建て替え後の住宅

の戸数がほぼ同数 となるように,年 度別の制約 を設定 し

た。この年度別制約 とタイプ別建て替え戸数 を制約条件

に,線 形計画法 を用いて建て替え後の総余剰 を最大にす

る,年 度別建て替え戸数の配分 を行い,そ の結果を30%

について表6-5に 示 している。

⑤総余剰 と総建て替え費用の差

建て替え前の総余剰,建 て替え後の総余剰,総 建て替

え費用,お よびそれらの差 を求め,表6-6に 示 してい

る。この表か ら基準値が30%の 場合では総余剰 と総建て

替え戸数の差が正 となってお り,基 準値が50%の 場合で

は負 となっている。 これは建て替え費用が大 きく影響 し

てお り,計画戸数の設定が重要であることを示 している。

6--3ま と め

一定地域内に存在する住宅ス トックの維持 ・更新に関

して,経 済的側面か らのアプローチを行 うため,こ こで

は手掛 りとして公営住宅 を対象 とする建て替えによる一

連の計画モデル を構築 し,石 川県営住宅 を対象 とす る

ケーススタディを行った。その結果,以 下のようなこと

がいえる。

① 本計画モデルにより,住 宅ス トックの維持 ・更新 を

計画的に行 うため,建 て替えによる一連の計画モデルの

枠組みが段階的に構築できた。

② 全体 を通 して多 くの制約条件 を設定す ることで,計

画課題 との対応が図れた。

③ 経済的側面から計画モデルの構築 を行い,最 終的に

予算 との比較によって決定が行われるもの となったが,

基本 となる個々の住宅 の経年的経済指標の変化に関 し

て,必 要 となるデータの収集,整 理 も含めて,理 論的,



統計的分析が今後必要 となる。

7.お わ りに

報告(1)と②でここでの研究報告をひ とまず終 えるが,

決 して当初 の研究 目的がすべて達成 されたわけではな

い。ここで開発 ・整理 を行 ったモデルは,そ れぞれ部分

的であり,そ の開発レベルも異なっている。今後の課題

としては,こ こで開発 したモデルの拡張 ・発展をさらに

進めることや,実 際のケーススタディ的適用によりその

実用性,操 作牲 などの検討をより進め ることなどが必要

である。また,各 種の既存モデルをほぼそのまま適用す

ることを含め,住 宅需給計画の援用 を目的としたモデル

の全体像を示す とともに,そ れらの体系化 を図らなけれ

ばならない。 さらに,各 種のモデルを運用 して地域にお

ける住宅需給計画策定を進めるための計算機システムの

構築やデー タの収集 ・整理の方法を体系化 してい く必要

がある。

なお,本 報告の(1)と②で示 したモデルは,い ずれ もこ

こで論 じた範囲内で実際の住宅需給計画策定のための基

礎資料 を得るために適用できると思われる。
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